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1. はじめに 
損害賠償法(不法行為法)は，環境汚染の被害者の救済や原状回復だけでなく，汚染者である
企業に環境リスクを内部化させることによって，市場メカニズムを通じて，環境を悪化させる
行為を抑止し，社会全体の便益を最大化させる機能を持つ。つまり，損害賠償法を適切に設計
することによって，環境汚染に対する抑止力を最適化させることができることから，損害賠償
法は，環境政策として極めて有用なツールである。 
このように有用な環境政策としての損害賠償法の経済学的効果については，米国では，いわ
ゆる｢法と経済学｣における一つの領域として，ごく一般的に議論されている。 
ところが，日本においては，損害賠償法が，経済的な効果を有する環境政策として認識され
ることは，極めて稀である1。これは，日本における損害賠償法の発展により形成されてきた法
理論と海外のそれとは異なり，米国で発展した法と経済学の理論を一律に適用することに問題
があったためと考えられる。 
しかしながら，損害賠償法が経済的効果を持ち，環境問題に大きな影響を与えることから，
環境政策としての損害賠償法の経済学的分析は，環境政策を設計するうえで，避けてとおれな
いことである。 
そこで，本論では，日本における，環境政策としての損害賠償法の経済学的分析を行うこと
によって，その有用性を明らかにする。また，環境政策としての損害賠償法の欠点も取り上げ，
その欠点を改善するためには，どのような手法が効果的なのかについても議論する。さらに，
損害賠償法のオルタナティブとなりうる政策手法に関しても検討を行う。 
 
2. 環境問題に対応したモデルでの分析 
2.1 モデル 
企業がある財の生産活動に伴い有害物質を排出する場合を想定する。今，財の価格を ，財
の生産量を ，財の生産費用を
p
z ( )zB ，有害物質の排出量を ，有害物質排出に伴うリスクを
，有害物質の削減費用を
v( )vD ( )v,zA ，企業の利潤をπ とすると ( ) ( )v,zAzBpz −−=π      ……(2.1) 
また，有害物質の排出にともなう費用を とすると ( v,zC )( ) ( ) ( )vDv,zAv,zC +=      ……(2.2) 
ただし， 
                                                  
1 たとえば日本における環境政策学の代表的な解説書である石坂[2000]においても，損害賠償法は環境政策の手法とし
て認識されていない。なお，損害賠償法を環境政策として認識し，経済学的分析を行っているものとしては，常木・浜
田[2003]がある。 
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である。なお， ( )zv0 は， によって決定される値である。 z
このとき，企業の注意水準は，有害物質の排出量 と考える。つまり，有害物質の排出量 が
大きいほど，注意水準が低いと，その逆だと注意水準が高いと考えるのである。なお，本論に
おいては，環境問題に起因する損害の特性を考慮し，加害者である企業のみが環境リスクに影
響を与えることができるものとする。 
v v
2.2 過失責任主義の損害賠償法の場合 
裁判官は，(2.2)式で示された費用を最小化する有害物質の排出量を，財の生産量 の関数
として算出し，それを最適注意水準とする
z( )z*v 2。したがって，企業の有害物質の排出量が
より大きければ，企業は過失ありと認定され，有害物質の排出によって発生した損害は，
企業が負担することとなる。他方，企業の有害物質の排出量が
( )z*v ( )z*v 以下であれば，企業は過
失なしと認定され，損害額は，被害者が負担することとなる。 
その結果，企業は，損害を負担したくないため，損害を負担しなくてもよいと考えられる有
害物質の排出量のうち，最大の値である ( )z*v を選択することとなる。つぎに企業は，最適注
意水準を採用したうえで，利潤を最大化しようとする。つまり， ( )z*v を(2.1)式の に代入し，
企業の利潤を の関数として表し，利潤を最大化する生産量
v
z *z を決定する。 
なお， は，次の式より求められる。 ( )z*v
( ) 00 =′+∂
∂⇔=∂
∂ vD
v
A
v
C      ……(2.3) 
したがって，過失責任主義の損害賠償法により誘導される企業の生産量と有害物質の排出量
は，(2.3)式と ( *v*,z )
( ) 00 =∂
∂−′−⇔=∂
∂
z
AzBp
z
π      ……(2.4) 
により求められる。 
ところで，今，企業がリスクを負担する場合の期待利潤を πE とすると ( ) ( ) ( )vDv,zAzBpzE −−−=π     ……(2.5) 
となるので，期待利潤を最大化する財の生産量と有害物質の排出量は， 
( ) 00 =∂
∂−′−⇔=∂
∂
z
AzBp
z
Eπ     ……(2.6) 
( ) 00 =′−∂
∂−⇔=∂
∂ vD
v
A
v
Eπ      ……(2.7) 
の解である。ここで，(2.3)式かつ(2.4)式は，(2.6)式かつ(2.7)式と同値であることに注意すれ
ば，過失責任主義の損害賠償法によって導かれる財の生産量と有害物質の排出量は，企業がリ
スクを負担する場合，その期待利潤を最大化したときと同じ値になることがわかる。 
ところで，今，リスク ( )vD を有害物質の排出にともなう外部不経済の費用と解釈し，かつ，
企業が完全競争市場下にあると考えると，(2.6)式，(2.7)式より求められる は，明らか
に，企業がピグー税
( *v*,z )
                                                 
3を徴収されたときに導かれる財の生産量と有害物質の排出量に他ならな
い。つまり，過失責任主義の損害賠償法は，ピグー税と同じ効果を有するのである。過失責任
主義の損害賠償法によって，社会全体で要する外部不経済の削減コストが最小化され，社会的
余剰が最大化されることとなる。 
 
2 モデルの性質上，裁判官は，有害物質の最適排出量と財の最適生産量を特定できるが，自由主義経済圏においては，
生産量を決めるのは，あくまで経済主体であって，司法ではないことに注意されたい。 
3 ピグー税については，柴田[2002]，pp.153-158 を参照されたい。 
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2.3 無過失責任主義の損害賠償法の場合 
無過失責任主義の損害賠償法の場合は，企業が排出する有害物質による損害は，すべて企業
が負担することとなる。したがって，企業は，(2.5)式で示される期待利潤を最大化させるこ
ととなる。その結果，企業が選択する財の生産量と有害物質の排出量は，(2.6)式および(2.7)
より求められる。つまり，企業は，過失責任主義の損害賠償法によって導かれる財の生産量と
有害物質の排出量と同じ ( )*v*,z を選択することとなる。このとき，無過失責任主義の損害賠
償法が，ピグー税と同じ効果を有するのは，過失責任主義の損害賠償法がそうであったのと同
様である。 
3. 損害賠償法の長所 
3.1 ピグー税と同等の経済効率性 
取引コストを考慮しない場合，損害賠償法による環境政策は，それが過失責任主義に基づく
ものであっても，無過失責任主義に基づくものであっても，次に述べるような，ピグー税と同
等の経済効率性を有する。ピグー税がその経済効率性を有すると説明されるときも，取引コス
トは，無視されていることから，環境政策として損害賠償法とピグー税とのどちらが優れてい
るかは，主として取引コストの多寡によることとなる。 
1) 社会的余剰最大化 
損害賠償法による環境政策は，社会的余剰を最大化する。 
2) 外部不経済の費用の削減コストを最小化 
損害賠償法による環境政策は，同じ量の外部不経済の費用を削減するために社会全体が要す
るコストを最小化する。 
3.2 政策実施主体が必要とする情報が少ない 
企業が自身が排出する有害物質によってどのようなリスクが発生するかを知っていると想定
されるときに，無過失責任主義に基づく損害賠償法による環境政策を実施する場合，企業がど
れだけの費用で有害物質の排出量を削減できるか(有害物質の限界削減費用)等の企業の内部情
報や，企業による環境リスクの量が有害物質の排出量によってどのように増大するか(有害物質
による外部不経済の限界費用)等のリスクに関する情報を政策実施主体が入手する必要がない。
政策実施主体は，無過失責任主義に基づく損害賠償法を定めるだけでよいのである。 
一方，ピグー税がその経済効率性を有するためには，政策実施主体は，有害物質を排出する
すべての企業について，その有害物質削減のための限界費用や，企業が排出する有害物質によ
る外部不経済の限界費用を知らなければならない。このことは，ピグー税を実施することは事
実上不可能であることを示している。 
もっとも，損害賠償法であっても，過失責任主義に基づくものは，政策実施主体や司法がピ
グー税の場合と同様の情報を必要とすることから，過失責任主義の損害賠償法が達成するとさ
れている経済効率性も，極めて非現実的なものである。 
なお，規制によっても，ピグー税と同様の経済効率性を有するような政策を実施することが，
理論的に可能であるが，やはり，必要な情報量がピグー税と同じであり，その実施は，極めて
困難である。また，排出権取引も，その効率性を発揮するためには，社会全体で，どれだけの
有害物質の排出量が最適かを政策実施主体が知らなければならないことから，必要な情報量に
関する同様の問題を有している。次の表 1 は，各政策手法について，その有用性を発揮するた
めに，政策実施主体が必要な情報は，なんであるかをまとめたものである。 
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表 1.有害物質を排出する企業をコントロールするために必要な情報 
政策の手法 政策実施主体が必要な情報 
規制 有害物質の限界削減費用，外部不経済の限界費用 
ピグー税 有害物質の限界削減費用，外部不経済の限界費用 
排出権取引 社会全体の有害物質の最適排出量 
過失責任の損害賠償法 有害物質の限界削減費用，外部不経済の限界費用 
無過失責任の損害賠償法 なし 
 
3.3 社会全体の取引コスト 
社会全体で要する取引コストが小さいことが，損害賠償法による環境政策の長所である4。確
かに，損害賠償法に基づく環境訴訟においては，訴訟一件あたりの取引コストが，その損害額
に比較すると高いことは否めない。しかしながら，損害賠償法によって，企業は，損害賠償請
求されることを恐れて，損害を防止するための注意水準を高め，結果，多くの損害の発生が回
避されている。そのため，社会全体として，損害賠償法に基づく環境訴訟の件数は多くなく，
したがって社会全体として必要とする取引コストは，小さいといえる。 
損害賠償法以外の政策手法，たとえば，有害物質の排出規制の場合は，その規制基準を決定
し，成文法を規定し，議会を通過させなければならない。さらに，その排出規制基準がすべて
の企業で遵守されているかどうか監視しなければならない。また，環境税にあっては，税率を
決定し，成文法を規定し，議会を通過させ，対象となるすべての企業から税を徴収しなければ
ならない。排出権取引においても，最適排出量を決定し，成文法を規定し，議会を通過させ，
排出権取引市場を設立し，対象企業が排出権を売買しなければならない。 
このように，損害賠償法以外の環境政策は，社会全体で要する取引コストは，損害賠償法の
それに比べて大きいと考えられる。 
3.4 原状回復 
日本における損害賠償法の理念は，従来は，被害者救済もしくは，損害の公平な分担という
のが一般的であったが，公害・薬害訴訟を通じて，原状回復が強調されるようになっている5。
原状回復とは，被害者が蒙った総体としての損害がなかった状態に回復することであって，そ
れは，被害者が得ることが可能であったすべてのもの，つまり，破壊された環境，共に荒廃し
た地域社会，その中で失われた家庭，破壊された人間そのものの回復を意味するものである6。 
もちろん，これは理念であって，現実の裁判例においては，原状回復を基本理念とする包括
請求に基づく賠償額が裁判官の裁量で低いレベルに抑えられていることは否定できない7。しか
しながら，この原状回復機能こそが，損害賠償法の特徴であり，長所であるといえる。 
3.5 汚染者負担の原則 
環境政策としての損害賠償法は，汚染を発生した加害者が当該汚染によって損害を被った被
                                                  
4 Faure[2003],p.42 にも同趣旨のコメントがあるので，参照されたい。 
5 岡本[1998]p.137 を参照されたい。 
6 吉村[2002]p.288 を参照されたい。 
7 吉村[2002]p.309 を参照されたい。 
－4－ 
Hosei University Repository
害者に対して，その損害をてん補することを義務付けたものであり，罰則を含む規制，環境税，
排出権取引，補助金，デポジット制度などの他の環境政策8に比べて，最も汚染者負担の原則に
資するものといえる。言い換えれば，損害賠償法は，汚染者負担の原則を負担者の特定，負担
額の決定という点において極めて適確かつ厳格に実現できる環境政策と考えられる9。 
 
4. 損害賠償法の問題点と対応策 
4.1 過失責任主義 
日本における環境問題に関する損害賠償法は，大気汚染防止法，水質汚濁防止法，油濁損害
賠償保障法，原子力損害の賠償に関する法律，鉱業法などに定められている厳格責任を除き，
過失責任主義が採用されている。これまでの議論においては，過失責任主義の損害賠償法にお
いて，裁判官が環境問題に関する損害やそれに伴う費用を最小化するような加害者の最適注意
水準を認定できるとしてきたが，ここでは，日本における過失責任主義の内容も考慮しながら，
過失責任主義の問題を指摘することとしたい。日本における過失責任主義の問題点は，次のと
おりである。 
1) 過失論 
日本における過失論は，損害の発生を予見すべきであったのに，それをしなかったという，
予見義務違反があったことを過失と認定する古典的過失論と，予見義務違反だけでは過失を認
定せずに損害を防ぐために手段を講じる義務，つまり結果回避義務に違反した場合に過失を認
定するという 2 つの過失論がある10。この 2 つの過失論は，いずれも，裁判官に最適の注意水
準の認定を要請するものではないことは明らかである。 
結果回避義務を問題にする過失論のうち，英米法のハンド・ルール11に影響されて結果回避
義務の有無につき，①加害者の行為から生ずる損害発生の危険の程度ないし蓋然性の大きさ，
②被侵害利益の大きさ，③結果回避義務を負わせることによって犠牲にされる利益と①，②因
子の比較衡量を勘案すべきという考え方(以下「CBA12過失論」と言う。)も主張されている13。
このCBA過失論によれば，裁判官は加害者の最適な注意水準を認定する必要があるといえる
かもしれないが，実際の裁判例においてCBA過失論が採用されることは多くなく，逆に，環
境問題に関する訴訟の場合には，CBA過失論は，採用すべきではないとの論調がある14。 
いずれにしろ，日本の過失論によれば，裁判官が加害者の最適注意水準を認定しなければな
らないとは言えない。つまり，米国で発展した法と経済学における過失の考え方は日本では，
不適当といえる。 
 
                                                  
8 これらの環境政策の経済分析については，植田・岡・新澤[1997]を参照されたい。 
9 損害賠償法の特徴として汚染者負担の原則の実現を強調するものとして，吉村[2002]，pp.334-340 やEuropean 
Commission[2000],p.14 がある。 
10 牛山[1991]，pp.56-60 を参照されたい。 
11 ハンド･ルールについては，Miceli[1997],pp.15-38 を参照されたい。 
12 過失の認定に費用便益分析(cost-benefit analysis)の考え方を導入していることから，CBA過失論とよぶこととする。 
13 平井[2004]，pp.398-416 を参照されたい。 
14 大塚[1992]を参照されたい。 
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2) 裁判官の能力 
もし，CBA過失論が採用されたにせよ，裁判官が最適な注意水準を認定できるかどうかは，
極めて疑問である。前述のモデルように注意水準が一項目だけの場合であれば，問題は，単純
であるが，実際の注意水準が問題とされる項目は，多岐にわたり複雑である。たとえば，硫黄
酸化物を排出する工場の場合は，損害防止のために注意すべき項目は，年間の有害物質の排出
量，排煙脱硫装置のメンテナンス状況，硫黄酸化物の排出量抑制策としての製造工程の改善，
燃料の質の改善，等々，注意水準を定めることができる項目は無限にある。したがって，この
ような複雑多岐にわたる注意水準について，最適値を裁判官が認定することは事実上不可能で
ある15。裁判官は，全能ではない。 
3) パレート効率性 
加害者，被害者間のリスク配分については，どちらか一方がリスク中立者で，他方がリスク
回避者である場合は，リスク中立者が損害をすべて負担することがパレート効率的である16。 
一般に絶対危険度は，所有する資産の減少関数と考えられている17ことから，企業のリスク回
避度は，個人のそれに比べて小さいといえる。多くの場合，加害者である企業は，リスク中立
者であると想定しても問題ないと考えられることから，損害の全額を加害者である企業が負担
することがパレート効率的といえるだろう。 
一方，過失責任主義の損害賠償法においては，加害者である企業が過失なしと認定された場
合，損害の全額を被害者が負担しなければならない。このことは，明らかにパレート効率的な
リスクアロケーションとなっていない。 
4) 対応策 
日本の環境問題に関わる損害賠償法の過失認定については，1970 年代の公害裁判より，結
果回避義務を問題とする過失論を採用しながらも，その結果回避処置に操業の停止までをも含
めるなど，結果回避義務に高い水準を要求することにより，事実上無過失責任であるかのよう
な運用がなされてきた18。 
その一方で新受忍限度論19という過失論とは異なる責任論が採用されたものもあった。新受
任限度論は，企業の操業には，環境汚染が不可避的に伴うことから，ある程度被害者は，耐え
なければならないという考え方に基づくものである。 
また，最近の東京大気汚染訴訟判決20においては，CBA過失論が採用され，自動車メーカー
の責任が否定されている21。 
いずれにせよ，過失責任主義に基づく損害賠償法であっても，事実上無過失責任のような運
用がなされていれば問題はないが，裁判官の裁量によって，被害者が損害を負担することにな
                                                  
15 裁判官が最適注意水準を認定できない点については，Posner[2003],pp.167-177 を参照されたい。 
16 詳細については，Shavell[1987],pp.199-202 を参照されたい。 
17 詳細については，酒井[1982]，pp.109-113 を参照されたい。 
18 新潟水俣病判決(新潟地判昭和 46・9・29 判時 642・96)，熊本水俣病判決(熊本地判昭和 48・3・20 判時 696・15)
など。また責任論の動向については，牛山[1991]，pp.55-68 を参照されたい。 
19 新受忍限度論については，吉村[2002]，pp.195-198 を参照されたい。 
20 東京地判平成 14・10・29 判時 1885・23。 
21 詳細については，大塚[2003]を参照されたい。 
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る新受忍限度論や CBA 過失論が採用されることは，パレート効率的なリスクアロケーション
とはならないことから，問題である。 
したがって，日本においても，将来的には，環境問題に関わる損害については，無過失責任
主義に基づく不法行為特別法を制定すべきであろう。米国のCERCLA22やドイツの環境責任
法23も無過失責任主義を採用していること，また，EUの将来における環境問題に関わる損害
賠償責任法について提案を行った，White Paper24も原則として無過失責任主義を採用してい
ることも参考とすべきであろう。 
4.2 取引コスト 
1) 問題点 
環境問題に関わる損害賠償法に基づく訴訟は，環境問題特有の発生の仕組みの複雑さや不確
実性から，取引コストが他の種類の損害に関わる訴訟に比べて極めて大きくなる。具体的には，
過失の有無を立証するための費用，加害行為と損害との因果関係の有無を立証するための費用，
また，損害額が妥当であることを立証するための費用など，いわゆる弁護士費用といわれるも
の以外にも多くの費用が必要となるのである。 
たとえば，1989 年に米国で起きたエクソンのヴァルデッツ号によるオイルの流出事故では，
原告である合衆国および州は，訴訟のために 1 億 3000 万ドルを費やした。被告であるエクソ
ンがどの程度の費用を支払ったのかは不明であるが，被告も原告に近い程度の訴訟費用を負担
したと考えると，そして，認定された損害額が 9 億ドルであったことを考慮すれば，損害額に
対して極めて高額な取引コストが必要であったことがわかる25。 
また，米国のCERCLAに関わる訴訟において，総費用の 60%が取引コストであると推定され
ている26。さらに米国で起こされたアスベストス27に関わる民事訴訟においては，総費用の 63%
が取引コストであったことが指摘されている28。 
明らかにこのような過大な取引コストは，企業の注意水準の最適化の阻害要因となる。 
2) 対応策 
損害賠償法の取引コストの高さは，責任保険を付保することによって，その程度が減少する
ことが知られている。前述のとおり，米国のCERCLAに関わる訴訟においては，総費用の約
60%が取引コストであるが，責任保険が付保されている場合は，保険会社によって，加害者被
害者間の交渉が効率的に行われることから，取引コストは，総費用の約 40%に抑えられている
29。 
したがって，過大な取引コストを減少させる政策としての対応策は，環境問題に起因する損
                                                  
22 通称スーパーファンド法。正式名は，Comprehensive Environmental Response Compensation and Liability Act of 
1980 である。 
23 Umwelthaftungsgezetz 
24 詳細については，European Commission[2000]を参照されたい。 
25 詳細は，Cecil[1993]を参照されたい。 
26 詳細は，Freeman[1997],pp.26-28 を参照されたい。 
27 asbestos（石綿）。 
28 詳細は，Freeman[1997],p.28 を参照されたい。 
29 詳細については，Freeman[1997],pp.29-30 を参照されたい。 
－7－ 
Hosei University Repository
害を発生させる可能性のある企業に対して責任保険30を強制付保化31することが考えられる。 
4.3 賠償資力 
1) 問題点 
資産が乏しい企業が極めて有害な物質を管理・使用するような場合は，賠償資力の問題が発
生する。損害が発生した場合に，企業は，その損害額を下回る資産しか有していないため，被
害者は，十分な原状回復を図ることができないという状況が発生する。また，十分な資産のな
い企業は，注意水準が最適値と異なるようになる。 
前述の 2 で用いたモデルにおいては，無過失責任主義に基づく損害賠償法の下での企業の期
待利潤は， ( ) ( ) (vDv,zAzBpzE )−−−=π であった，ここで損害の発生する確率を ，その
ときの損害額を ，企業の初期資産を ，事故が発生したときの資産を ，事故がないと
きの資産を とすると 
( )vf( )vl 0w lw
nw ( ) ( ) (vlv,zAzBpzwwl )−−−+= 0      ……(4.1) ( ) ( )v,zAzBpzwwn −−+= 0      ……(4.2) ( ) ( ) ( )vl vfvD =        ……(4.3) 
0≥lw のとき，企業の期待資産 は， 1Ew( ) ( ){ } nl wvfwvfEw −+= 11 ( ) ( ) ( ) ( )vl vfv,zAzBpzw −−−+= 0   ……(4.4) 
ここで，(4.3)式を考慮すると， πE を最大化することと を最大化することは，同値となり，
企業の最適注意水準も同値となる。 
1Ew
ところで， のときは，企業にとって負の資産は存在しないことから，企業は，資産が
0 になると考えて行動することとなる。このときの期待資産 は， 
0<lw
2Ew( ) ( ){ } nwvfvfEw −+×= 102 ( ){ } ( ) ( ){ }v,zAzBpzwvf −−+−= 01   ……(4.5) 
となる。(4.4)式と(4.5)式より企業が を最大化しようとするときは，明らかにその注意水
準は最適値とならない。さらに， のときの企業の期待利潤を
2Ew
0≥lw 1πE ， のときの期
待利潤を
0<lw
2πE とすると ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ){ }vlv,zAzBpzwvf −−−+−= 0 ( ) lwvf−=  010212 wEwwEwEE −−−=− ππ
……(4.6) 
したがって，(4.6)式より 
120 ππ EEwl >⇒<       ……(4.7) 
となる。環境問題のように損害額が大きい場合は， を最大化する最適値 において，1Ew ( )( ) ( ) *v*,z( ) < 0−−− *vl*v*,zA*zB*pz w
0<w
0<w
                                                 
 となることが予想される。このとき，企業は， を小さく
して， となるようにすれば，(4.7)式より社会的な最適値より多くの期待利潤を得るこ
とができるようになる。 
0
l
したがって，環境問題に起因する損害の特性を考慮すると，賠償資力がない場合，つまり
のときは，賠償資力がある場合より，期待利潤は大きくなるのである。言い換えれば，
賠償資力不足という状況は，企業の注意水準を最適値とは異なる水準にすることにおいて問題
であるとともに，損害賠償法は，企業にその賠償資力を小さくさせるインセンティブを与えて
しまう点においても問題である。 
l
たとえば，企業は，有害物質を扱う部門を独立分社化させ，意図的に賠償資力不足の状態を
作ることも可能である。また，有害物質を扱う工程のオペレーションのみを行う会社を独立さ
せることや，オペレーションを他社に委託することによっても，賠償資力不足の状態を作り社
 
30 環境問題に起因した損害をカバーする責任保険については，Lockett[1996]，Swiss Re[1999]などを参照されたい。 
31 強制付保化が簡単にできるわけではないことに注意されたい。強制付保化の長所や問題点については，
Faure[2003],pp.180-193 を参照されたい。 
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会的な最適値より多くの期待利潤を得ることができる32。 
なお，このような賠償資力不足の状態を作るインセンティブは，過失責任主義より無過失責
任主義に基づく損害賠償法の方が大きい33。米国のある研究34によれば，米国において，過失
責任主義が損害賠償法に一般的に採用されていた，1967 年の小規模な企業の数が，無過失責
任主義が損害賠償法に一般的に採用されるようになった 1980 年においては，20%も増加して
いる。つまり，過失責任主義から無過失責任主義に移行したことによって，賠償資力不足の状
態を作るインセンティブが産業界で高まった結果，小規模な会社の数が増加したのである。 
また，日本においては，1965 年 5 月に新潟水俣病が確認され，同年 12 月に昭和電工は，汚
染源であった鹿瀬工場を分社化して，鹿瀬電工(株)としている35。これも，意図的に賠償資力
不足の状態を作ったものと考えられる。 
2) 対応策 
まず，賠償資力不足によって，被害者の原状回復が十分になされない点については，損害賠
償法の運用によって，より資力のある関係者の責任を問うことが対応策として考えられる。た
とえば，当該損害を引き起こした企業に融資している銀行の損害賠償責任36を認めることなど
であるが，この場合は，企業の注意水準を最適値にすることはできない37ことから，問題の根
本的な解決とはならない。 
根本的解決は，責任保険の強制付保化である。責任保険の純保険料は，損害額の期待値
であり，付加保険料は，( ) ( )vl vf ρ で，企業からみた場合 に依存しない値と考えられている
とすると，損害が発生した場合は，責任保険によりてん補されることから，企業の期待資産
は，損害の有無に関係なく一定で 
v
3Ew ( ) ( ) ( ) ( ) ρ−−−−+= vl vfv,zAzBpzwEw 03     ……(4.8) 
となる。ここで，企業にとっては，ρ は定数と考えられており，(4.8)式を最大化することは，
(4.4)式，つまり， を最大化することと同値であるから，企業の注意水準は，最適化され
る。また，保険金により被害者も十分な原状回復を図ることができる。 
1Ew
4.4 リスク回避的な企業 
1) 問題点 
これまでは，加害者である企業がリスク中立者であることを前提として分析してきたが，企
業がリスク回避的である場合は，企業の注意水準が損害賠償法によって最適化されないことが
問題となってくる。企業の効用関数を とすると，企業の期待効用 は，4.3 で用いたモ
デルを使うと 
( )•U EU
( ) ( ) ( ){ } ( )nl wU vfwU vfEU −+= 1  ただし， ( ) 0>•′U ， ( ) 0<•′′U  ( ) ( ) ( ) ( ){ }vlv,zAzBpzwU vfEU −−−+= 0 ( ){ } ( ) ( ){ }v,zAzBpzwU vf −−+−+ 01 ……(4.9) 
                                                  
32 もちろん，使用者責任や共同不法行為により損害を発生させた関連会社をまとめて，その責任を問うことは可能であ
るが，ここの記述は，危険部門を別会社にしておけば，本体が責任を逃れるための一つの防御になりうることを考慮し
たうえでのものである。 
33 詳細については，Shavell[1986]を参照されたい。 
34 詳細については，Ringleb and Wiggins[1990]を参照されたい。 
35 飯島・舩橋[2006]，p.280 を参照されたい。 
36 日本において融資をしている者の責任が問われたケースとしては，ODAによって建設されたダムにより損害を受け
たインドネシアの住民が日本政府および国際協力銀行に損害賠償を求め，2002 年 9 月 5 日に提訴されたコタパンジャ
ン・ダム訴訟が有名である。 
37 銀行の責任を認めた場合の経済効率性については，Boyer and Porrini[2006]を参照されたい。 
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となる。明らかに(4.9)式を最大化する注意水準と(4.4)式を最大化する注意水準，つまり最適
注意水準とは異なる。 
2) 対応策 
企業が責任保険を付保することによって，問題は解決される。損害が発生した場合は，当該
損害額は，責任保険によっててん補されるので，損害の発生の有無にかかわらず，企業は，保
険料のみを負担すればよいこととなる。4.3で用いたモデルを使うと，企業の期待効用E ，
(4.8)式により 
U は
( ) ( ) ( ) ( ){ }ρ−−−−+= vl vfv,zAzBpzwUEU 0 ( )ρ−= 1EwU   ……(4.10) 
となる。ここで，(4.10)式を最大化することは，付加保険料 ρ が企業にとって定数と考えられ
ていることに注意すると， を最大化することと同値である。企業の最適注意水準は，
を最大化することにより求められることから，企業が最適注意水準を選択したとき，(4.10)式
は最大化されることとなる。つまり，責任保険を付すことによって，危険回避的な企業であっ
ても最適注意水準を選択することがわかった。 
1Ew 1Ew
4.5 遅発性リスク 
1) 問題点 
損害賠償法には，時効や除斥期間38があって，遅発性リスクによる損害は，損害賠償法によ
る原状回復が見込めない可能性，また，当該リスクが内部化され企業の注意水準が最適化され
ない可能性がある。たとえば，電磁波による健康被害のリスクは，その結果である疾病が顕在
化するまで 10 年以上の長期を要すると考えられ，さらに電磁波を発生する機器は多種多様で
あるため，たとえ健康被害が発生したとしても，加害者を特定できず，損害賠償法が適切に機
能しない39。もし，特定できても，除斥期間の適用により損害賠償責任が否定される可能性が
ある。加えて，健康被害が発生したときには，既に加害者である企業が倒産などにより存在し
なくなっている可能性もある。 
温室効果ガスによる地球温暖化の損害についても，超遅発性リスクであるため，損害と加害
の因果関係が特定できず，また，除斥期間の適用により，損害賠償法が有効に機能しないと考
えられる。 
したがって，電磁波にせよ，温室効果ガスにせよ，遅発性・超遅発性リスクについては，企
業は損害発生の可能性があることを知りながらも，損害賠償請求される可能性がほとんどない
ことを前提に行動するため，企業の注意水準は，最適値より格段に低くなってしまうという問
題がある。 
2) 対応策 
遅発性リスクに伴い，加害と被害の因果関係が明確でない，あるいは加害者である企業が既
に倒産して存在しなくなっているという問題の対応策として，加害に関連する主体に課税し，
それを財源として被害者の原状回復を図ることが考えられる。この種の政策は，ファンドと呼
ばれ，海外においては，様々なファンドが設立されている40。ただ，ファンドが長期にわたり
継続維持されるかどうか，ファンドの設立主体がリスクを適確に定量化できるかどうかなどの
問題点がある。リスクを適切に定量化できない場合は，ファンドは破綻し，結果的に一般財源
を投入せざるをえなくなる。その場合は，その環境リスクに関係ない一般納税者が当該環境リ
                                                  
38 時効と除斥期間の内容と裁判例における適用状況については，松久[1997]を参照されたい。 
39 電磁波による損害に関する訴訟の現状については，永野[2000]を参照されたい。 
40 詳細については，Freeman[1997],pp.8-12，Faure[2003],pp235-244，Brans[2001],pp.78-79 などを参照されたい。 
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スクを負担することになり，問題である。 
ファンド以外の対応策としては，損害賠償法において，リスクに対する損害賠償を認めるこ
とである。リスクに対する損害賠償とは，被害者となる可能性のある人達が，そのリスクに暴
露されていることに対する慰謝料を加害者となる可能性のある企業に求めることである。つま
り，損害は，まだ発生していないにもかかわらず，損害の発生が予想されるときであれば，損
害賠償請求権を認定するということである。電磁波訴訟においても，現状では，このリスクに
対する損害賠償請求の形をとるのが主流である41。このようなリスクに対する損害賠償請求権
を損害賠償法上認めれば，リスクはある程度内部化され，企業の注意水準は高まり，被害が予
想される人達も救済されることになるが，どのような条件であれば，賠償を認めるのか，また，
どの程度の賠償水準を可とするのかについて，適切な判断を行わないと，企業の注意水準は過
大となり，経済全体に悪影響を与えることも予想されることから，導入に際しては，慎重な検
討が必要であろう42。 
4.6 環境自体の損害 
1) 問題点 
これまで，損害賠償法は，環境問題において，環境の劣化を通じて人の身体や財産に与えた
損害の原状回復をその理念としてきたといえる。つまり，言い換えれば，環境そのものの劣化
の原状回復については，ほとんど考慮されてこなかった43。たしかに，戦前，武田信玄ゆかり
の松が鉄道の煙害によって枯死したことに対する損害賠償が認められたことはある44が，これ
は極めて例外的なものといえよう。 
他方，近時，一連の大気汚染訴訟45の和解において，環境再生に関する約定がなされている。
たとえば，大阪西淀川事件の和解においては，原告らの環境保健，生活環境改善，西淀川地域
の再生などのために和解金が支払われている46。このことは，損害賠償法において，認定され
る損害の範囲に環境それ自体の劣化の損害が含まれる，つまり，損害賠償法における損害論に
好ましい広がりが見られるようになったと歓迎する論調がある47が，この約定は，加害者と被
害者間で行われた交渉の結果であり，現在の損害賠償法に基づき裁判官が判断したものではな
いことに注意する必要がある。したがって，損害賠償法に従い裁判官によって，環境自体の損
害が回復されるべきものとして認められたことは，皆無に近いといえるのである。 
たとえば，足尾鉱毒事件48においては，公害紛争処理法に基づく調停により，農業被害のご
く一部につき汚染企業である古河鉱業より賠償がなされた49。しかしながら，銅の精錬の過程
で発生した多量の亜硫酸ガスの煙害により，広大な面積の森林が荒廃しているにもかかわらず，
                                                  
41 詳細については，前掲永野の論文を参照されたい。 
42 リスクに対する損害賠償の効果を経済学的に分析したものにMiceli and Segerson[2006]がある。 
43 White Paperも同様の指摘をしている。詳細については，European Commission[2000],p.16 を参照されたい。 
44 信玄旗掛松事件(大判大正 8・3・3 民録 25・365) 
45 尼崎大気汚染訴訟，川崎大気汚染訴訟など。詳細は，山内[2001]，篠原[2001]を参照されたい。 
46 詳細については，津留崎[2001]を参照されたい。 
47 詳細については，吉村[2002]，pp.298-300 を参照されたい。 
48 足尾鉱毒事件の概要については，菅井[2001]を参照されたい。 
49 調停の内容については，飯島[1994]を参照されたい。 
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その復旧事業について古河グループからの協力がないのが現状である50。現在の復旧事業は，
国土交通省，林野庁，栃木県，民間のボランティアが協力して行われている51。つまり，一企
業が環境に与えた損害の復旧費を一般納税者や善意の人々が負担していることとなり，著しく
汚染者負担の原則に反する状況である。このような状況を発生させた一つの原因は，日本の損
害賠償法の下においては，原状回復の対象として環境それ自体の損害が認められていないこと
である52。 
また，新潟水俣病事件においては，阿賀野川の有機水銀汚染により食用のための魚介類の採
捕規制が，1965 年 6 月から 1978 年 3 月まで実施されているが，この規制による損害につい
て，汚染源である昭和電工は，阿賀野川漁業共同組合連合会に補償をしただけである。ここで
忘れてならないのは，河川は，その魚介類をレジャーとして捕獲する人達に便益を与えている
ことである。新潟水俣病においては，昭和電工は，レジャーとしての楽しみを有していた人達
に対する損害賠償を一切行っていない。このような自然の使用価値の他に非使用価値として，
存在価値，遺贈価値，オプション価値などの価値を自然は，有するとされている53。そのよう
な価値が汚染により減少したことは，否めないことから，当然汚染企業は，その価値の減少部
分につき損害賠償責任を負うべきである。もっとも，自然は，再生能力があり，ある程度の期
間が経過すれば，それらの価値の減少はなくなることから，汚染企業が損害賠償する必要がな
いという主張があるかもしれないが，少なくとも，汚染による価値の減少から自然の再生能力
により価値が回復するまでの間は，それらの価値は減少していたことは否定できない。つまり，
汚染企業は復旧途上にある自然の経済価値の減少54について，損害賠償をしなければならない
といえる。にもかかわらず，日本の損害賠償法においては，環境自体や自然に与えた損害を原
状回復の対象としていないことから，これらの自然の価値の減少は，てん補されないのである。 
したがって，日本においては，損害賠償法によって，また，日本で実施されている他のすべ
ての政策手法によっても，環境自体や自然に対するリスクが適切に内部化されることはなく，
企業の注意水準は，常に最適値より低いレベルにあると考えられる。 
2) 対応策 
米国においては，CERCLAやOPA55のような自然に対する損害賠償責任を規定した成分法が
存在する56。また，ドイツにおいては，環境責任法に基づき個人が所有する自然が損害を被っ
た場合で，かつ原状回復が可能なときは，加害者は損害賠償責任を負うこととなっている57。
EUのWhite Paperにおいても，EUにおける環境問題に関わる損害賠償法は，自然や生物多様
                                                  
50 足尾に緑を育てる会「2005」p.32 を参照されたい。 
51 詳細については，足尾に緑を育てる会[2005]，pp.10-17 を参照されたい。 
52 大塚[2002]，p.80 を参照されたい。 
53 使用価値(use value)，非使用価値(non use value)，存在価値(existing value)，遺贈価値(bequest value)，オプショ
ン価値(option value)の詳細については，Kopp and Smith[1993]を参照されたい。また，簡単な解説が鷲田[1999]，
pp.83-87 にあるので，併せて参照されたい。 
54 回復途上にある自然の価値の減少をinterim lossという。詳細については，Brans[2001],pp.131-141 を参照されたい。
米国では，このinterim lossが損害賠償の対象となっている。 
55 Oil Pollution Act 
56 環境自体の損害に対する賠償責任の概括としては，大塚[2002]を参照されたい。 
57 詳細については，Faure[2003],pp.94-99 を参照されたい。 
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性に与えた損害に対する損害賠償責任を規定すべきであるとしている58。このような海外の動
向や実務を参考としながら，日本においても，環境問題に関わる損害賠償法の対象となる損害
に自然の損害や生物多様性に与えた損害などの，環境自体の損害を含めるようにすべきであろ
う59。 
 
5. ポリシーミックスの可能性 
ここでは，損害賠償法とそれ以外の政策手法とのポリシーミックスの可否を検討する。 
5.1 規制 
損害賠償法よる環境政策は，前述 5 で述べたような問題点があることから，規制手法を併用
することによって，その欠点を改善すべきである。 
次に指摘しておかなければならない点は，中小企業においては，自己による汚染がもたらす
環境リスクを調査・研究する資力もリソースもない場合が多いことである。損害賠償法による
環境政策が企業の注意水準を最適化するということの前提条件として，企業が自己による環境
リスクを知り得ることを想定していたが，実際は，そうではないのである。したがって，その
ような場合は，政策実施主体が当該汚染物質による環境リスクを評価したうえで，排出基準を
作成し，その履行を企業に強制する方が効果的である。また，各企業がそれぞれ自己による環
境リスクを調査・研究するよりは，環境リスクの目安を政策実施主体がまとめて，調査・研究
する方が，政策実施に伴う取引コストの削減が見込める。 
さらに，規制についても，あくまでその基準は，目安であって，企業それぞれが発生する環
境リスクは異なり，当該基準では，損害の発生を抑えることができないことも予想されること
から，損害賠償法による補完が必要である。さらに，規制手法は，柔軟性に乏しく，日々更新
されていく科学的知見に対応して，改定していくことは困難である。そのような観点からも，
損害賠償法の補完機能が有用である。したがって，規制手法だけで環境リスクをコントロール
することも困難であり，規制手法と損害賠償法が互いに補完しあうことによって，有効かつ効
率的な環境政策となるのである。もちろん，責任保険の強制付保化も規制の範疇である。 
5.2 経済的インセンティブ 
ほとんど論じられることはないが，損害賠償法と環境税や排出権取引などの経済的インセン
ティブとの相性は極めて悪い。ピグー税も，ボーモル・オーツ税も，排出権取引も，企業が，
損害賠償法を念頭において行動した場合，環境経済学の教科書に書いてある能書は，実現され
ない。能書が実現されるためには，損害賠償法を全部もしくは一部廃止する必要がある。 
ピグー税の場合は，ピグー税だけで企業の有害物質の排出量が最適化され，外部不経済の費
用の削減コストが社会全体で最小化され，社会的余剰が最大化されるところへ，全く，同様の
効果を有する損害賠償法が適用されると，企業は自己が発生する環境リスクの対価を二つの異
なる制度から重複して求められることになるため，明らかに企業の注意水準は過大になり，生
産量は，過小となる60。したがって，ピグー税の能書である社会全体の外部不経済の費用の削
                                                  
(次頁に続く) 
58 詳細については，European Commission[2000],pp.16-24 を参照されたい。 
59 吉村[2002]，pp.346-348 も，環境自体に対する損害賠償制度の導入の検討が極めて重要であると指摘している。 
60 Buchanan and Stubblebine[1962]は，コースの定理に基づく加害者と被害者の交渉とピグー税が競合する場合は，
企業の生産水準は最適化されないことを示したが，これは，ピグー税と損害賠償法が同時に適用された場合は，企業の
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減コストの最小化と社会的余剰の最大化は，達成されることはない。 
また，ボーモル・オーツ税や排出権取引の能書は，社会全体における企業が排出する有害物
質の削減コストが最小化することであるが，これも，損害賠償法が存在すると達成されること
はない。企業は，税額や排出権の取引価格に損害賠償法に基づく損害賠償の期待値を加えた値
を自己による環境リスクの対価として行動するためである。 
ただ，ボーモル・オーツ税や排出権取引においては，有害物質が集積するホットスポット61が
発生する可能性があるが，損害賠償法は，そのようなホットスポットの発生を抑止する働きが
あるという点において補完的である。もっとも，その場合においても，社会全体の有害物質の
排出量の削減コストの最小化は，達成されない。 
経済的インセンティブを有効に機能させるためには，損害賠償法の一部廃止が考えられる。
たとえば，硫黄酸化物の排出による環境リスクにつき経済的インセンティブを有効なものにす
るためには，損害賠償法の一部を廃止し，硫黄酸化物の排出に起因する損害については，企業
は，免責とされるようにしなければならない。しかしながら，実務的には，硫黄酸化物による
損害と窒素酸化物による損害を区別することは不可能であるので，損害賠償法の一部廃止によ
り，経済的インセンティブを有効ならしめるのは，非常に困難である。さらに，損害賠償法の
一部を廃止したことによって失われた被害者の原状回復機能の一部を他の手法によってどのよ
うに代替していくかが問題である。環境税の場合は，その税収を被害者の原状回復に用いるこ
とで損害賠償法を代替することができるが，排出権取引の場合は，どのような代替手法がある
か問題である。つまり，経済的インセンティブの特徴である経済効率性を発揮させようと，損
害賠償法の一部を廃止した場合には，損害賠償法の原状回復機能をどのように代替していくか
が問題となる。 
もちろん，損害賠償法の適用が困難な超遅発性リスクについては，経済的インセンティブが
有効に機能すると考えられそうである。たとえば，炭素税などのインセンティブは，温室効果
ガスによる地球温暖化に起因する環境リスクを内部化するもの，つまり，超遅発性リスクの内
部化を目的としたものであるので，損害賠償法が存在していても，有効に働く可能性が大きい。
しかしながら，2006 年 9 月 20 日に，米国のカリフォルニア州は，同州における地球温暖化の
損害の主たる原因が自動車の排出ガスにあるとし，日米の自動車メーカー6 社に対して損害賠
償を求める訴訟を起こした62。つまり，今まで最も損害賠償法に基づく環境訴訟になじまない
と考えられてきた温室効果ガスによる地球温暖化に起因する環境リスクでさえ，提訴の対象と
なることが示されたのである。もちろん被告自動車メーカーの損害賠償責任が裁判官から認定
されたわけではないが，損害賠償法に基づく環境訴訟は，告訴されるだけで，取引コスト，具
体的には，防御に要する費用が決して少なくはないことから，告訴される可能性があるだけで，
企業の注意水準に影響をもたらす可能性は十分にある。このことから，炭素税などの超遅発性
リスクを対象とした経済的インセンティブも損害賠償法の存在を考慮すると，今後有効に機能
                                                                                                                                          
注意水準や生産量が最適化されないことを示したものと解釈できる。 
61 米国における二酸化硫黄の排出権取引に伴い発生したホットスポットについては，Dowie[1995], pp.109-117 を参照
されたい。 
62 被告は，ゼネラル・モーターズ，フォード，クライスラー，トヨタ，ホンダ，日産の 6 社である。請求金額は，数億
ドルにのぼる見込みである。毎日新聞(2006 年 9 月 21 日東京夕刊)による。 
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しうるかどうか極めて怪しくなってきたといえる。 
以上のことから，環境税や排出権取引と損害賠償法のポリシーミックスが，有効に機能する
ことは著しく困難である。ただし，経済的インセンティブが標榜する経済効率性が達成されな
いことを容認するのであれば，前述のホットスポット対策のようなポリシーミックスは十分考
慮しうるであろう。 
 
6. 損害賠償法のオルタナティブ 
ここでは，損害賠償法のオルタナティブとして，どのような政策手段があるかを述べること
とする。 
6.1 損害賠償法の廃止 
損害賠償法を廃止し，その他の政策によって代替させるという考え方がある。 
ニュージーランドでは，事故補償法63に基づき 1972 年より，事故による身体傷害の分野にお
ける損害賠償制度を廃止した64。これは，損害賠償法廃止の一例である。 
加藤が継続的に修正を加えつつ提案している総合救済システム65も損害賠償法廃止を前提と
している。損害賠償法の廃止は，中央集権的でかつドラスティックな変革が必要となることか
ら，今の日本においては，現実味が乏しいと考えられるため，ここでは，詳述しない。 
6.2 保険での一部代替 
前述の 4 で述べたように，責任保険を強制付保化することによって損害賠償法の取引コスト，
賠償資力，リスク回避的な企業の問題は，解決もしくは改善する66。ここでは，責任保険で解
決・改善できない損害賠償法の問題点の対応策として，損害賠償法の一部を保険で代替する政
策を検討する。 
1) 直接担保保険 
損害賠償法の機能を一部保険で代替することによって，前述の4で指摘した，過失責任主義，
遅発性リスク，環境自体の損害の問題について，部分的解決を図るとともに，責任保険以上に
取引コストを削減する機能を有する保険を直接担保保険67と呼ぶこととする。直接担保保険は
次の①，②の部分より構成される。 
① 約定担保 
企業と保険会社と行政との間で約定された責任およびリスクに基づき補償を行う部分。約定
によって，損害賠償法では，認められていないリスクや損害に対しても原状回復のための保険
金が支払われる。したがって，過失責任主義の問題については，約定により無過失責任に基づ
き企業が責任を負うことによって解決できる。また，遅発性リスクや環境自体の損害の問題に
ついては，約定により保険金支払いの対象となる損害に環境リスクにさらされることに対する
                                                  
63 Accident Compensation Act 1972  
64 ニュージーランドの事故補償法の詳細および運用方法，また，1972 年以降の動向については，浅井[1989]を参照さ
れたい。 
65 詳細については，加藤[1997]を参照されたい。 
66 損害賠償法に責任保険を強制付保化しないと，損害賠償法の効果は，著しく劣ったものになる点については，
Boyd[2003],pp.300-302 を参照されたい。 
67 直接担保保険は，オランダの環境保険プールが 1998 年より提供しているMSV(Milieuschadeverzekering)にヒント
を得たものである。MSVについては，Faure[2003],pp.219-225 を参照されたい。 
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慰謝料や環境自体の損害を含めることで解決できる。さらに，約定により損害額の認定方法な
どの保険金支払いに至るまでの手続きを簡素化することにより，取引コストの削減が見込める。 
② 無過失責任担保 
約定担保以外の部分については，無過失責任に基づき補償を行う旨，保険約款に明記する。
このことにより，約定担保以外の部分であっても，損害賠償法の過失責任主義の問題について
は，解決することとなる。 
③ 損害賠償法 
約定担保部分および無過失責任担保部分によって補償される額以上の損害については，その
超過部分につき，現行の損害賠償法に基づき原状回復がなされる。 
 
図 1 直接担保保険の概念図 
 
 
 
 
③損害賠償法による原状回復部分 
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以上の直接担保保険の内容を示したものが図 1 である。損害賠償法に基づく原状回復部分の
対象となる損害額 QR は，無限責任である。直接担保保険の支払限度額は，OQ である。ただ
し，約定担保部分の対象となる損害については，OP に相当するサブリミットが設定される。
図の OB に相当するリスクが従来の損害賠償法の対象となるリスクで，BC に相当するリスク
が約定により，新たに追加されたリスクである。 
2) 直接担保保険による政策案 
地方分権一括法では，主として都道府県への分権となった68ことから，市町村で実施でき 
る政策の範囲は，決して大きくない。そこで，ゴルフ場が生物多様性に与える損害69を抑止す
る市町村による環境政策を考える。ゴルフ場の開発許可権限は，都道府県にあることから，市
                                                  
68 詳細については，礒野[2002]を参照されたい。 
69 ゴルフ場が生物多様性に与える損害については，樋口[1996]，pp.41-43 を参照されたい。 
－16－ 
Hosei University Repository
町村が開発許可をコントロールすることは，できないがゴルフ場に対する規制等を厳しくする
ことは，ゴルフ場進出に対する抑止策となる。また，既に存在しているゴルフ場については，
ゴルフ場から排出される農薬による生物多様性の損害が問題となる。現在，ゴルフ場の排水に
含まれる農薬の濃度に関する暫定的な目標値が定められているが，その目標値はあくまで人間
に対する影響のみを考慮したもので，生物多様性に大きな打撃を与える可能性が指摘されてい
る70。したがって，ゴルフ場が排出する農薬についても抑止力を発揮する政策でなければなら
ない。 
そこで，ゴルフ場の農薬の排出基準を条例で厳しく定めることが考えられるが，条例違反に対
して，市町村が定められる刑罰は，2 年以下の懲役または禁錮，100 万円以下の罰金であり71条
例違反に対する抑止力とはならない可能性が大きく，また，罰金だけでは，条例違反により生
物多様性が損害を受けた場合の復旧費も補填できない可能性がある。 
次にゴルフ場から排出された農薬による生物多様性の損害の回復事業を，公害防止事業費事業
者負担法における公害防止事業と位置づけ，ゴルフ場よりその回復事業の費用を徴収すること
によりゴルフ場の注意水準を高める施策が考えられるが，そもそも，公害は，人の健康又は生
活環境に係る被害と定義されており，生物多様性の損害は，同法の対象とはならない。同法に
よる公害の定義の問題を解決するために，公害防止事業費事業者負担法と同趣旨の条例を制定
し，生物多様性の損害の復旧事業をも含めることにすることも考えられるが，その条例は，財
産権の内容は法律により定めなければならないとした，憲法 29 条に抵触し違法なものとなる。 
次に，法定外目的税としてゴルフ場に環境税を課することも考えられるが，この場合は，総務
大臣の同意が必要となる72。同意の条件は，①国税または地方税と課税標準を同じくせず，か
つ，住民の負担が著しく過重にならないこと，②地方公共団体における物の流通に重大な障害
を与えないこと，③国の経済政策に適合すること，の 3 つである73。ゴルフ場関連の税として
は，都道府県が徴収するゴルフ場利用税があり，市町村が新たにゴルフ場に課税するとなると，
ゴルフ場利用税と課税標準74を同じくすると解釈される可能性がある。一方，日本ゴルフ協会
を中心に行われてきた運動75に政府が対応し，ゴルフ場利用税は，2003 年に改正され一部の利
用者は無税となることとなった。つまり，ゴルフ振興が国の経済政策であるとも考えられる。
そのため，市町村で法定外目的税として，ゴルフ場に課税するということは，国の経済政策に
適合しないと判断される可能性も十分にある。したがって，法定外目的税としてゴルフ場から
環境税を徴収することは，困難を伴う。 
そこで，直接担保保険を利用した政策がどのように設計できるかを述べる。市町村は，ゴルフ
場に対して，直接担保保険の付保を義務付ける条例を制定する。その条例には，保険約款の標
準的なものを付帯する。約定担保部分の約款においては，ゴルフ場からの排水路が河川に合流
                                                  
70 詳細については，中西[2001]，pp.192-195 を参照されたい。 
71 地方自治法 14 条 3 項による。 
72 地方税法 731 条による。 
73 地方税法 733 条による。 
74 ゴルフ場利用税の課税標準は，課税対象となる利用者の数である。 
75 ゴルフ場利用税撤廃運動の詳細については，日本ゴルフ協会のホームページ（http://www.jga.or.jp/jga/jsp/ 
index.html）を参照されたい。 
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した地点から一定の範囲内で河川に生息する魚76が一定数以上同時に死滅した場合は，ゴルフ
場の排水が原因となったと考え，ゴルフ場が市町村へ一定額の補償金を支払う責任が発生し，
その責任については，ゴルフ場が保険会社へ保険料を支払うことを条件として，保険会社が肩
代わりする旨約定する。また，市町村へ支払われた保険金は，生物多様性の損害の復旧77に使
用することも約定する78。さらに，魚の死滅状況の監視については，市町村と環境NPOによる
協働で行うことも一つの選択肢である。 
このようにゴルフ場に対して直接担保保険79を強制付保化することによって，従来の損害賠償
法では，損害の範疇に入らなかった生物多様性の損害について，ゴルフ場が責任を負うことと
なり，ゴルフ場の注意水準を高め，環境リスクを低減させる政策を市町村でも，実施できるこ
ととなる80。さらにこのような政策は，生物多様性の損害を抑止することによって，その結果，
最終的に発生が予想される人間の健康被害を未然に防止する機能があるといえる。 
3) 検討 
直接担保保険による損害賠償法の一部代替は，既存の損害賠償法は維持するものであって，
6.1 で述べた損害賠償法の一部もしくは全部廃止に比べて実現性が高く，特に実施できる政策
の範囲が限定されており，かつ，政策立案のリソースが十分ではない市町村においても，容易
に採用できるところが大きなメリットである。この政策は，法律・条例により直接担保保険を
強制付保化することによって，保険約款を通じた環境保全協定81を企業，保険会社，行政で結
ぶことを義務付けたものといえる。もちろん，その協定の当事者として住民や環境NPOが参
加することも可能である。 
また，別の観点から見ると，司法制度の非効率な部分を保険会社にアウトソーシングして，
環境政策としての効率性を向上させるものといえる。 
この政策の問題点は，現状では，日本の環境保険のマーケット規模が小さく直接担保保険の
引受け能力が十分あるかどうか疑わしいところである82。また，もし直接担保保険の需要が将
来出てきた場合には，保険約款についても，それぞれの環境リスクについて，どのようなもの
が適切かを，行政，保険会社間で協議・決定していく必要があろう。 
現時点においては，原子力リスクを除けば，法律により責任保険が強制付保化されている環
                                                  
76 オイカワ，カワムツ，カマツカ，アブラハヤなどの日本の代表的な淡水魚で比較的水質の汚染に敏感な種が候補とな
る。これらの魚の特徴については，中村[1982]を参照されたい。 
77 この場合の復旧とは，米国での自然の復旧の際に行われているような，死滅した魚を人工繁殖させ，稚魚を放流する
ことが考えられる。 
78 市町村が受取った保険金を生物多様性の復旧に使用しなければ，市町村という特定の主体に利益を与える保険契約と
なり，公序良俗に反する違法な保険契約とみなされる。保険約款の不当条項規制については，山下[2005]，pp.123-134
を参照されたい。 
79この場合，自然に与えた損害をカバーする保険が必要になる。自然の損害を担保する保険の可能性については，Swiss 
Reinsurance Company[2003]を参照されたい。 
80河川管理は，国，県，市町村と，河川の等級（1 級，2 級，準用河川）などにより分かれていること，また，河川は流
れがあるため，被害が複数の自治体におよぶこと，さらに漁協や農業水利団体などステイクホルダーが多いことなどに
よる問題も発生する可能性があるが，ここでは政策の大枠を示すことが目的であるので，それらの問題は捨象する。 
81 実際の環境保全協定で企業に無過失責任を負わせるものがある。詳細については，大塚・北村[2006]，pp.73-74 を
参照されたい。 
82 日本の環境保険マーケットの現状については，桑名[2006]を参照されたい。 
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境リスクはなく，自治体においても，条例で責任保険が強制付保化されているところはない83。
したがって，これからは，直接担保保険でなく，責任保険の強制付保化をとりあえず実施する
ことを第一段階とし，その経験を生かして，直接担保保険の強制付保化という，第二段階に進
むような漸進的な環境政策の発展が望まれる。 
 
7. まとめ 
損害賠償法による環境政策は，環境税や排出権取引と同様の経済的インセンティブを環境問
題に起因する損害の加害者である企業に与え，社会全体としての外部不経済の費用の削減コス
トを最小化し，さらに社会的便益を最大化するという機能を持ち，加えて被害者の原状回復機
能をも持つ，最も汚染者負担の原則に適合する優れた手法である。他方，一つの事故の処理に
要する取引コストが大きい，賠償資力がない企業に対して最適な注意水準を誘導できない，リ
スク回避的な企業に対しては，最適注意水準を誘導できないなどの問題はあるが，それらの問
題は，責任保険を強制付保することによって解決・改善できる。しかしながら，過失責任主義
の損害賠償法は企業の注意水準を最適化しない，遅発性リスクについては，損害賠償法は，効
果的に対応できない，環境自体の損害については，現行の損害賠償法の原状回復の対象となっ
ていないなどの，企業の責任保険の強制付保化によっても解決できない問題があることも事実
である。さらに，損害賠償法による環境政策は，環境税や排出権取引などの経済的インセンテ
ィブとポリシーミックスする際の相性が悪く，損害賠償法の存在を前提とすると，経済的イン
センティブが標榜する経済効率性が実現されなくなるという問題も存在する。それらの問題を
解決する損害賠償法のオルタナティブとして，損害賠償法の一部もしくは全部廃止や，直接担
保保険による損害賠償法の一部代替などが考えられるが，いずれの手法も，現時点では，問題
を孕んでおり一朝一夕に実現できる性質のものではない。もっとも，直接担保保険による損害
賠償法の一部代替は，地方自治体で容易に採用でき，それまで内部化できなかったリスクをも
内部化できることから，損害賠償法の一部もしくは全部廃止に比べれば，格段に有望な手法で
あるため，その手法の前提条件である，日本の環境保険マーケットの拡大が期待される。 
ただ，現状では，損害賠償法のオルタナティブが比較的近い将来に実現する可能性は決して
大きくないことから，損害賠償法のいくつかの欠点を補う責任保険の強制付保化を当面の政策
目標とし，環境税や排出権取引などの経済的インセンティブとのポリシーミックスについても，
二酸化硫黄などの損害が比較的早期に発生するリスクについて，経済的インセンティブと損害
賠償法とを併用するような著しい弊害が予想される場合を除き，政策の対象とする環境問題の
性質を十分考慮し，柔軟に行っていくことも必要であろう。 
また，現状の過失責任主義に基づく損害賠償法は，取引コストが大きく，かつ，企業の注意
水準を最適化できないものであるので，環境問題に起因する損害については，無過失責任を導
入する不法行為特別法の制定が必要である。 
いずれにせよ，日本においては，損害賠償法が環境政策と認識されていない傾向があること
から，環境政策としての損害賠償法の有用性を認識し，環境問題の特性に応じた適用方法を検
                                                  
83 条例で付保を義務付けているものはないが，公害防止協定において，付保を義務づけているものがある。詳細につい
ては，北村[2003]，pp.61-62 を参照されたい。 
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討していくことが肝要である。 
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